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 社会福祉法人 みなせ福祉会 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 グループホーム寿郷 重要事項説明書 

 

１．事業の目的 

社会福祉法人みなせ福祉会（以下、事業者）が設置運営するグループホーム寿郷（以下、｢事業所」

という）が行う指定認知症対応型共同生活介護及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業

（以下、｢事業｣という）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、

事業の従業者等（以下、「従業者」という）が、要介護状態にある利用者（以下、「利用者」という）

に対し、適切な事業のサービス等を提供することを目的とする。 

 

２．運営の方針 

事業者は、介護保険法等の主旨にそって、利用者の意思及び人格を尊重し、認知症対応型共同生

活介護計画に基づき、認知症高齢者が家庭的な環境と地域住民との交流のもとで、入浴・排泄・食

事等の介護、その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるように努める。事業の実施にあたっては、関係市町村、

地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

 

３．事業者 

事業者の名称 社会福祉法人みなせ福祉会 

事業者の所在地 秋田県湯沢市皆瀬字小野１８８番地１ 

代表者氏名 理事長 兼子 賢一 

電話番号 ０１８３－５８－４００４ 

 

４．事業所 

１）概要 

事業所名  グループホーム寿郷 

指定番号 ０５９０７００２４１ 

所在地   秋田県湯沢市皆瀬字小野１８８番地１ 

管理者の氏名  柴田奈津美 

電話番号   ０１８３－５８－４００４ 

ＦＡＸ番号  ０１８３－４６－２９００ 

サービスを提供する地域  湯沢市内 

敷地面積 ７５０．５㎡ 

建物構造 鉄筋コンクリート平屋 

延床面積（施設本体） ７５０．５㎡ 

入居定員 ９名 
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２）主な設備 

種 類 数 面 積 設備基準 

居室（個室） ﾐﾆｷｯﾁﾝ 

収納、便所、洗面設備付 

９ １居室 

２２．０１㎡ 

１居室 

７．４３㎡以上 

居間及び食堂 １ ９０．１７㎡ ｹｱﾊｳｽ共用 

浴室 １ ２９．８３㎡  

洗濯・湯沸し室 １ １１．２８㎡ ｹｱﾊｳｽ共用 

 

５．事業所の従業者職種及び員数体制 

従業者職種 業務内容 常勤 非常勤 合計 

管理者 業務及び職員の

管理等 

   １名 

（兼務） 

    １名 

計画作成担当者 

(うち介護支援専門員) 

介護サービス計

画の作成等 

   １名 

 （兼務） 

    １名 

介護職員 利用者の介護等 ８名 

（兼務１名） 

    ８名 

 

６．事業所の勤務体制 

従業者職種 勤務体制 

管理者 早番  

日勤 ８：００～１７：００、９：００～１６：００ 

遅番 ９：３０～１８：３０、夜勤 １７：００～９：００  

日中の活動時間帯、６：００～２１：００は原則として常勤換算で３名

以上の職員が勤務する。夜勤は、原則として職員１名で利用者９名の介

護をする。 

計画作成担当者 

介護職員 

 

７．資格の確認 

 １）介護サービスの提供の際には、介護保険被保険者証で要介護・要支援区分及び有効期間等を 

   確認をする。 

 ２）前項の被保険者証に介護認定審査会意見書が記載されている場合は、当該意見に配慮して介 

護サービスを提供する。 

 ３）認知症であることを証明する書類の提出を求める。 

 

８．サービスの内容と利用料 

 １）介護保険給付サービス 

サービスの種別 内 容 利 用 料 

生活相談 利用者、利用者の身元保証人等

に対し日常生活における介護等

に関する相談及び助言を行う。 

介護報酬の告示上の額（ただ

し、法定代理受領サービスに該

当するサービスを提供した場合
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入浴・清拭  利用者の希望及び体調にあわせ

て行う。 

には、その利用者から利用料の

一部として、サービスに係る費

用基準額から事業所に支払われ

る介護サービス費の額を控除し 

て得た額 

食事 食事時間  

朝食 ７：３０～ ８：００ 

昼食 １２：００～１２：３０ 

夕食 １８：００～１８：３０ 

 

１週間毎に立てる献立表に基づ

き、利用者の要望と旬の素材を

取り入れながら栄養と利用者の

身体状況に配慮した食事を提供

する。（ただし、食材料費等は介

護保険給付対象外） 

排泄  利用者の状況に応じて、適切な

排泄介助を行うとともに、排泄

の自立に向けても適切な支援を

行う。 

健康管理  通常は利用者の主治医と連携し

て対応するが、緊急時等は事業

所の協力医療機関等において必

要な措置を講じることがある。 

機能訓練（日常生活動作機能

訓練） 

利用者が日常生活を営むのに必

要な機能の減退を防止するため

の訓練及び利用者の心身の活性

化を図るためにレクリエーショ 

ンや季節的行事を実施する。 

前各号に掲げるもののほ

か、その他事業所が必要と

認めること 

 

 ※各種加算等については、別紙「料金表」に記載されています。 

 

２）介護保険給付外サービス 

 サービスの種別 内 容 利 用 料 

居住に要する費用 家賃等 １カ月 ３０，０００円 

食事の提供に要する費用 

 

食材料費、利用者が選定する特

別な食事費用等 

内訳 朝食４００円、昼食５５

０円、夕食６００円 

光熱水費 ガス、上下水道、ボイラー灯油

代等 

１カ月  

夏季（４月～９月）5,000円 

冬季（10月～３月）10,000円 
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共同管理費 トイレットペーパー・洗剤等 

共用場所の光熱水費 

１カ月 ３，０００円 

居室電気料  実費負担 

おむつ代  実費負担 

希望される日用品費 利用者ご本人が希望して使用す

るシャンプー、ボディソープ等 

実費負担 

 

希望する教養娯楽費 利用者ご本人が希望して使用す

る趣味活動の材料費等 

実費負担 

 

理美容代 利用者ご本人が希望して利用す

る理美容室の代金等 

実費負担 

 

医療費、その他費用 必要があって医療機関に通院、

往診、入院などによって発生す

る医療費、その他費用は別途自

己負担。 

実費負担 

 

その他、利用者が負担する

ことが適当と認められるも

の 

洗濯以外のクリーニング代等 実費負担 

 

 ※その他の費用の額については、別紙「料金表」に記載されています。 

 

９．身元保証人 

事業所は利用者に対して、身元保証人を定めることを請求できる。身元保証人は、本契約に基

づく利用者の事業所に対する責務について連帯保証人となるとともに、次の各号の責任を負う。 

１）利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続きが円滑に進行するように協力す

ること。 

２）契約終了の場合、事業所と連携して利用者の状態に見合った適切な受入先の確保等に努める

こと。 

３）利用者が死亡した場合、遺体及び慰留金品の引受、その他の必要な措置を行うこと。 

４）利用料等の支払いが遅滞した場合、遅滞した全額を連帯して支払うこと。 

 

１０．サービス利用にあたっての留意事項 

１）利用者は、管理者その他の従業者による指導または指示に従うとともに、事業所内における

共同生活の秩序を保ち、相互の親睦に努めること。 

２）利用者は、外出を希望する場合は所定の手続きにより管理者その他の従業者に届け出ること。 

３）利用者は、事業所の整理、整頓その他環境衛生を保持するため、事業所に協力すること。 

４）利用者は、事業所が定める運営規程に従い、利用契約内容を履行すること。 

 

１１．喫煙 

喫煙は、施設内（居室含む）は禁煙とし、施設外の所定の場所に限り許可する。 
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１２．飲酒 

飲酒は、事業所内の所定の場所に限り、それ以外の場所は禁酒とする。 

 

１３．禁止行為 

   利用者及び身元保証人等は、事業所で次の行為を禁止する。 

  １）宗教や信条の相違などで他人を攻撃し、または自己の利益のために他人の自由を侵すこと。 

  ２）けんか、口論、誹謗中傷、泥酔などで他の利用者等に迷惑を及ぼすこと。 

  ３）事業所の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること。 

  ４）指定した場所以外で火気を用いること。 

  ５）故意に事業所もしくは物品に損害を与え、またはこれを持ち出すこと。 

  ６）無断で来訪、面会、宿泊、外出、外泊をすること。（必ず職員の許可を得る） 

  ７）その他共同生活の秩序を乱す行為。 

 

１４．賠償責任 

事業所は、サービス提供にあたって故意または過失により、利用者の生命・身体・財産に損

害を及ぼした場合には、その損害を賠償する。ただし、利用者に故意または過失が認められ、

かつ利用者のおかれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、損害賠償額を減ずる

ことができるものとする。事業所は、自己の責めに帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を

負わない。とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業所は損害賠償責任を免れる。 

１）利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを告げ

ず、または不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合。 

２）利用者が、サービスの実施のため必要な事項に関する聴取、確認に対して故意にこれを告

げず、または不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合。 

３）利用者の急激な体調の変化等、事業所が実施したサービスを原因としない事由に専ら起因

して損害が発生した場合。 

４）利用者が、事業所及び従業者の指示・依頼に反して行った行為に専ら起因して損害が発生

した場合。 

５）天災、事変その他の不可抗力及び火災、盗難、暴動、あるいは外出中の不慮の事故により、

利用者が損害や災難を受けた場合。 

 

１５．衛生管理 

 事業所は、サービスに使用する備品・器具等の清潔保持に努め、定期的に消毒を実施するな

ど、常に衛生管理に留意する。利用者は、事業所の清潔、整頓、その他の環境衛生の保持のた

めに事業所に協力する。従業者は、設備等の衛生管理に努め、衛生上必要な措置を講じる。 

 

１６．情報の公開 

 事業所は、現状を多角的に分析して改善すべき点を発見し､質を高める契機とするために、定 

められた評価項目に基づき自己評価や外部評価を定期的に実施し､利用者及び身元保証人等に 

説明する。また情報提供項目については、市町村へ定期的に提出し､内容については掲示する。 
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１７．個人情報の保護 

 事業所及び従業者は、業務上知り得た利用者または身元保証人等の秘密を保持することを厳

守する。また、社会福祉法人みなせ福祉会 個人情報保護規程に基づき、個人情報を次の通り厳

正な取り扱いに努める。 

１）事業所は、従業者が退職した後も、正当な理由なく、業務上知り得た利用者または身元

引受人等の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講じる。 

２）事業所は、関係機関、医療機関等に対して、利用者に関する情報を提供する場合には、

あらかじめ文書により利用者の同意を得る。 

３）事業所は、個人情報保護法に則し、個人情報を使用する場合、利用者及び身元保証人等

の個人情報の利用目的を公表する。 

４）事業所は、個人情報の保護に係る規程を公表する。 

 

１８．緊急時の対応 

 事業所は、利用者の病状の急変が生じた場合やその他緊急の事態が生じた場合には、速やか

に主治医またはあらかじめ定められた協力医療機関及び各関係機関に連絡する等の必要な措置

を講じ、また利用者の身元保証人等に連絡をする。 

 

１９．虐待防止に向けた体制等 

   事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、専任の担当者を置く。また、対策を検

討する虐待防止委員会を設け、定期的又は必要な都度開催し、その結果について従業者に周知

徹底を図る。従業者へは虐待防止のための研修を年２回実施する。虐待又は虐待が疑われる事

案が発生した場合には、速やかに市町村等関係者に報告を行い、事実確認への協力、発生の原

因と再発防止策を委員会で協議し、再発防止に努める。 

   事業所は、サービスを提供するにあたって、利用者または他の利用者等の生命または身体を

保護するために緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束等は行わない。また、身体拘束を行う

場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記

録し、同意を得る。 

  

２０．事故発生時の対応 

 事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、応急措置、医療

機関への搬送等の措置を講じ、速やかに市町村及び利用者の身元保証人等に連絡するとともに、

顛末記録（事故報告書）、再発防止対策に努めその対応について協議する。また事業所は、利用

者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかにす

る。ただし、事業所及び従業者の責に帰すべからざる事由による場合はこの限りではない。 

 

 

２１．非常災害対策 

非常時の対

応 

別に定める「社会福祉法人みなせ福祉会 消防計画」及び「事業継続計画」に

より対応します。 
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平常時の訓

練等 

別に定める「社会福祉法人みなせ福祉会 消防計画」により、年２回以上の

夜間および昼間を想定した避難訓練を入居者の方々も参加して実施します。 

防災設備 設備名称 有無 設備名称 有無 

 スプリンクラー 有 防火扉 有 

自動火災報知器 有 消火器 有 

誘導灯 有 非常通報装置 有 

誘導標識 有 火災通報装置 有 

 

２２．地域との連携 

 事業の運営にあたっては、地域住民または住民の活動との連携や協力を行うなど、地域との

交流に努める。運営推進会議を２カ月に一回開催し、地域住民の意見・要望を運営に活かす。 

 

２３．記録の整備 

 事業所は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備する。また事業所は、利用者

に対するサービスの提供に係る諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存する。 

 

２４．苦情処理 

   当施設のサービスについて、ご不明な点や疑問、苦情がございましたら何でもお気軽に相談

下さい。「社会福祉法人みなせ福祉会 福祉サービス苦情解決実施規程に基づき対応します。 

  ・施設苦情窓口 受付担当：管理者 柴田奈津美 

  ・施設の苦情解決責任者 ：施設長（常務理事） 小南智子 

  ・施設外苦情申立窓口 

   秋田県国民健康保険団体連合会 電話 ０１８－８２６－６８６４ 

   湯沢市長寿福祉課 介護保険班 電話 ０１８３－７３－２１１１ 

   湯沢市役所 皆瀬庁舎     電話 ０１８３－４６－２１１１ 

   湯沢市役所 稲川庁舎     電話 ０１８３－４２－２１１１ 

   湯沢市役所 雄勝庁舎     電話 ０１８３－５２－２１１１ 

   秋田県運営適正化委員会    電話 ０１８－８６４－２７２６ 

 

２５．協力医療機関、協力歯科医療機関 

 １）協力医療機関 

名称 湯沢内科循環器科クリニック  

所在地 湯沢市沖鶴２１５番地１ 

電話番号 ０１８３（７２）１１１２ 

  

名称 雄勝中央病院 

所在地 湯沢市山田字勇ケ岡２５ 

電話番号 ０１８３（７３）５０００ 
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２）協力歯科医療機関 

名称 新山歯科医院 

所在地 湯沢市皆瀬字下菅生１４－１ 

電話番号 ０１８３（４６）２００２ 

 

２６．職場におけるハラスメントの防止 

   事業所は、ハラスメント防止の指針を整備し、ハラスメント対策の推進を行う。 

 

 

令和  年  月  日 

 

指定認知症対応型共同生活介護サービスの開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基

づいて重要な事項を説明し交付しました。 

 

＜事業者＞ 

所在地   秋田県湯沢市皆瀬字小野１８８番地１ 

      社会福祉法人 みなせ福祉会 

事業所名  グループホーム寿郷 

（指定番号） 

管理者名  柴田 奈津美       印 

説明者   柴田 奈津美       印 

 

令和   年   月   日 

 

私は、契約書及び本書面により、事業所から指定認知症対応型共同生活介護サービスについて重

要事項説明を受け同意しました。 

 

＜利用者＞ 

住所 湯沢市 

氏名                 印 

 

＜利用者代理人（選任した場合）＞ 

住所     

氏名                 印（続柄   ） 

 

＜身元保証人＞  

住所 湯沢市 

氏名                 印 


